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要  旨
特別支援教育推進の流れのなかで、各市町村でどのようにLDや ADHD、 高機能自閉症等
のいわゆる軽度発達障害児の支援体制を構築するのかが大きな課題となっている。静岡県の中

部に位置する焼津市では、静岡県の他の市町村に先行して、平成15年度より軽度発達障害に対

応する巡回相談に取り組み、 2年を経過しようとしている。本稿は平成15年度の焼津市の「軽

度発達障害児の学校不適応・不登校予防のための巡回相談」に携わつた筆者らの視点で、その

取り組みの成果と課題を報告し、市町村レベルでの軽度発達障害児への教育支援体制の構築に

おける巡回相談の在り方について考察する。

はじめに

文部科学省は平成H年 7月 、「学習障害およびこれに類似する学習上の困難を有する児童生
徒の指導方法に関する調査研究協力者会議」の報告「学習障害児に対する指導について」 1)

を受けて、平成13年から2年間、「学習障害児 (LD)に対する指導体制の充実事業 (以下、
LD充実事業と記す)Jを全都道府県で実施した。このLD充実事業では学習障害の判断・実
態把握を行うための体制を整備し、学校内での学習障害のある児童生徒に対する指導体制の充

実を図ること、ならびに専門家による巡回相談事業を実施し、学習障害のある児童生徒に対す

る指導方法の確立を図ることを目的に実施された2)。

そして、平成15年度からは注意欠陥多動性障害 (以下、ADHDと 記す)や高機能自閉症等
をも含めた総合的な支援体制の構築に向けた「特別支援教育推進体制モデル事業」が全都道府

県で展開されている。このモデル事業は、一定規模の地域を指定して、地域内の小・中学校に

おいて支援体制の構築を目指したものであり、平成19年度までに、すべての小・中学校におけ

るLD、 ADHDや 高機能自閉症等 (以下軽度発達障害と記す)の児童生徒に対する支援体制
の構築を目的としている。

静岡県では、平成13・ 14年度に焼津市立T小学校およびT中学校を協力校にしてLD充実事
業を実施した3、 4)。 さらに、平成15年度からの「特別支援教育推進体制モデル事業」は、三島

市 (東部地区)、 島田市初倉地区 (中部地区)、 三ヶ日町 (西部地区)で実施されている。保護
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者や教師等多くの関係者の間で、平成19年度に向けて、静岡県下の各市町村で軽度発達障害の

児童生徒に対する支援体制がどのように構築されるのか注目されている。

このような流れのなかで、平成13・ 14年度にLD充実事業を引き受けた焼津市の学校関係者
の間で、小・中学校の通常の学級に在籍する軽度発達障害の児童生徒の存在が注目され、LD
充実事業の終了後も巡回相談の継続を求める声が上がった。しかし、LD充実事業は学習障害
の判断・実態把握を行うための体制の整備、判断基準の有効性、指導体制の充実、指導方法の

確立を目的としていたが、協力校や協力した市町村教育委員会レベルでの支援体制の定着や拡

大を目的とはしていなかったため、巡回相談等の継続は市教育委員会の自主的な努力に委ねら

れた。

一方、文部科学省の「不登校問題に関する調査研究協力者会議(平成14年 9月～15年 3月 )」

の報告「今後の不登校への対応の在り方について」5)に おいて、不登校児童生徒のなかにL

D・ ADHD等 が含まれており、校内でのチームによる支援体制の構築、LD・ ADHD・ 高
機能自閉症に対する研修、校外の専門家による巡回相談による支援等が必要であるとの指摘が

ある。

そこで、焼津市教育委員会では特別支援教育推進の上壌作りという目的もあわせて、平成15

年度より、市教育委員会・適応指導教室に拠点をおいて、不登校・集団不適応予防を目的とし

たスクーリング・サポート・ネットワーク整備事業 (SSN)の 中心事業として巡回相談を位
置づけた。そして、「軽度発達障害児の学校不適応・不登校予防のための巡回相談」という目

的で、軽度発達障害児の早期対応を目指した。LD充実事業終了後も、軽度発達障害児支援の
ための巡回相談が存続し、焼津市全域に拡大されたことは、モデル事業の成果という意味でも

着目すべきことといえる。

本稿は、LD充実事業および事業終了後も、「軽度発達障害児の学校不適応・不登校予防の
ための巡回相談」にかかわってきた筆者らの視点で、平成15年度の巡回相談の経過をアンケー

ト調査の結果とともに報告し、市町村レベルでの軽度発達障害児への教育支援体制の構築にお

ける巡回相談の在り方について検討したものである。

なお、今泉は平成13年度より大塚を委員長とした静岡県における「学習障害児 (LD)に対
する指導体制の充実事業」および「特別支援教育推進体制モデル事業」の専門家チーム委員お

よび巡回相談員としてこれらの事業に携わり、LD充実事業終了後も焼津市教育委員会より巡
回相談員を委嘱され、本巡回相談事業の構想・立案段階から関わっている。大塚はLD充実事
業終了後、SSN事業スーパーバイザーとして本巡回相談事業に関わつている。牧田は適応指
導教室指導員として、平成15年度より巡回相談の連絡調整役を担っている。

焼津市の概要

焼津市は静岡県の中央部で、県都静岡市に隣接する。冬季の降雪もまれな温暖な気候で、東

西5.8km、 南北12。 lkm、 面積は45。 93kぷ、北部山間部を除き平坦な区域に約 3万 9千世帯、12

万弱の市民が生活し、その人口密度は県下一となっている。市内には小学校が10校、中学校が

87険ある。
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巡回相談事前アンケート調査『気になる子実態調査』

巡回相談を開始するに当たつて、どのようなニーズが小学校にあるのかを把握することと、

巡回相談の広報活動を兼ねて、焼津市内全小学校の通常の学級の担任教師を対象に質問紙調査
「気になる子実態調査」を実施した。

1.方法
調査対象 :焼津市内全小学校 (10校)の通常の学級の担任教師
調査期間 :平成15年 5月

手続き :質問紙調査を実施した。質問項目は以下の2部から構成された。

質問 l ①「学習面」において非常に気になる子はいますか?
②「行動面」において非常に気になる子はいますか?

③「学習・行動両面」において非常に気になる子はいますか?

質問2 上記の児童のうち「巡回相談を希望する児童」については主訴を記述して下さい。

2.結果
1)「非常に気になる子」の人数および学校別と学年別割合

通常の学級に在籍する児童 (6918人)の うち、担任教師が学習面や行動面において「非常に

気になる」と回答した児童数は合計358人 (5。2%)で、 1学級当たり1。8人の割合であった
(表 1)。 「学習面」と「行動面」では、人数にほとんど差がみられなかった。

学年別の出現率では、2年生がもっとも多かった。3・ 4年でいったん減少傾向を示した後、
5・ 6年生で再び上昇をみせるといったパターンを示した (表 2)。

学校別では、もっとも高い出現率の学校で7.5%、 もつとも低い学校で2.1%と、かなりの差

が認められた (表 3)。

表 1 「非常に気になる子」の人数と出現率
学習面において非常に気になる子

行動面において非常に気になる子

138人 (2.0%)
132人 (1.9%)

学習・行動両面において非常に気になる子       88人 (1.2%)

表 2 「非常に気になる子」学年別人数と出現率
学 年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 合計

気になる子 (人 )

在籍人数 (人 ) 1221 1099

割合 (%) 5。 6

表 3 「非常に気になる子」学校別出現率
学 校 名 A B C D E F G H

割合 (%)
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2)巡回相談希望児童数と主訴
「非常に気になる子」のうち、担任教師が巡回相談を希望した児童は93人 (男児72人、女

児21人)であった。気になる子の気になる面について自由記述したものを分析した結果、
もっとも多かったのは学習面の71人、次いで行動面の69人であった (図 1)。

図1 巡回相談希望児童の主訴のタイプ別人数

3.考察
巡回相談開始に先立ち、小学校全校に実態調査を行うことで、目を向けるべき児童を担任教

師が意識することができた。文部科学省による「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必

要とする児童生徒に関する全国実態調査」6)で示された、学習面か行動面で著しい困難を示す

と担任教師が回答した児童生徒の割合6.3%と 比べると若干少ないにしても、学習面や行動面

で非常に気になる子が5.2%、 1学級当たり1.8人の割合で存在することを焼津市教育委員会で
共通認識することができた。

学年別にその割合をみた場合、 2年生が突出しているのは、焼津市で行つている「1年生支

援員」の補助教員がいなくなり、担任 1人にクラス運営が任せられる部分が大きくなっている

ことが背景要因の 1つ として考えられる。

学校別出現率をみると、学校格差は地域状況 (商店街、新興住宅地、低地価の地域等)に加
え、担任教師の見方も関連していると思われる。LD充実事業にかかわった伊東らの報告 7)

のなかで、「人事異動で他校より赴任してきた職員がアスペルガー、ADHD等 の言葉を初め
て耳にし、理解できずに戸惑った」という指摘があり、本調査の結果においてもLD充実事業
にかかわった教師がいる学校で「非常に気になる子」が多いことから、軽度発達障害への理解

が、気になるという捉えや巡回相談要請に影響しているように思われる。

巡回相談希望児童の主訴 (図 1)をみると、学習・行動の2面だけでなく、運動面や家庭環
境についても、担任教師が気にしていることが明らかとなった。

以上の結果を踏まえて、軽度発達障害児の不登校・学校不適応予防という事業の目的を達成

するには、①「非常に気になる子」の問題が軽度発達障害に起因するかどうかを行動観察や面

接、知能検査等を通じて明確化していくこと、②軽度発達障害に対する理解と啓発という視点
での助言、③家庭環境等の他の要因が明らかな場合の対策が課題となると思われた。
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『軽度発達障害児の不登校・学校不適応予防のための巡回相談」の実際

1.巡回相談実施期間
平成15年 5月 ～16年 3月 の長期体暇中を除く毎週木曜日 (計40回 )

2.担当者
巡回相談は巡回相談員と適応指導教室指導員 (以下、指導員と略す)の 2名で実施した。
巡回相談員は、主として対象児童の授業観察、保護者面接、担任との話し合い、知能検査の

実施等を担当した。指導員は、主として相談予約および事前聞き取り調査、知能検査の実施を

担当した。巡回相談のさいは2人で学校を訪問した。

3.巡回相談の日程
巡回相談の 1日 の流れは各学校のニーズに応じて調整した。表4にその一例を示す。

表4 巡回相談日程の一例
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対象児 2の保護者面接

対象児 1の担任との話し合い

対象児 2の担任との話し合い

巡回相談員と指導員による問題整理

4.巡回相談の手順
巡回相談は基本的に以下の手順で実施した。

①担任が巡回相談を希望した児童について、教頭・生徒指導担当を中心に学校内で優先順位を
つける。

②学校は巡回相談を要請する児童について、担任教師による巡回相談希望票を市教育委員会

(指導員)に提出する。

③指導員が該当学校に出向き、学習面や行動面などについて事前の聞き取り調査を実施し、担

任教師に実態把握チェック票を記入してもらう。

④当該学校に巡回相談に出かける前に、巡回相談員と指導員で観察のポイント、教師の困って

いることなどについて事前打ち合わせを行う。

⑤対象児童の授業・行動・掲示物・座席位置・友人関係などを観察する。

⑥担任 (教頭・生徒指導担当等)と 対象児の問題の明確化・授業の工夫等について話し合う。

⑦保護者面接については、担任教師が「専門家による相談」が受けられることを伝える。学校

と指導員とで日程、場所を調整する。

③保護者の希望により知能検査 (WISC― Ⅲ)を実施する。保護者に知能検査を行う意義、
実施機関 (医療機関、児童相談所、NPO等 )についての情報を提示する。保護者が希望す
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る場合は巡回相談員または指導員が実施することもある。

⑨担任 (教頭・生徒指導担当等)と 、保護者面接や知能検査結果を基にして具体的な指導方法

等について話し合う。

⑩保護者面接。授業観察や知能検査の結果を基に家庭での配慮点について話し合う。

①病院・保健センター、児童相談所等他機関と連携。保護者の依頼により病院を紹介する。不

適切な育児が疑われる場合は保健センターや児童相談所等と連携する。

⑫巡回相談員と指導員で事後検討を行い、個別ファイルを作成する。

事前アンケート調査で巡回相談希望対象児が93人も挙げられたため、学校内で優先順位をつ

けてもらい、上記の手順で担任および保護者と面接相談、対象児の行動観察・知能検査等を実

施した。しかし、相談希望対象児の状態の変化や保護者の希望、就学指導委員会からの要請等

により、対象児の優先順位が変更されることもあつた。そのため巡回相談の実施は、学校側の

要請に応じて臨機応変に対応することにした。知能検査の実施や医療機関等の関係機関との連

携は保護者の希望を優先した。平成15年度の巡回相談実施日は40回あり、実施内容は表5の と

おりである。当初、本巡回相談事業は小学校を対象に開始したが、中学校からの要請も出てき

たため、途中から中学校も巡回相談の対象に加えた。

表 5 巡回相談活動の内容と数
巡回相談内容 回数 0人数

巡回相談回数                     40回
担任への事前の聞き取り調査対象児数           35人
授業観察および担任との話し合い・対象児実人数      59人
授業観察および担任との話し合い・対象児延べ人数    109人
WISC一 Ⅲ検査実施                  20人
保護者面接                       29人
市立病院・児童相談所との連携・対応依頼          5人

※ 電話連絡・相談は多数

5.個別ファイルの形式
対象児の問題の所在を明確にするため、以下の 7種類の書類を作成した。

①巡回相談希望票

②巡回相談経過票

③事前聞き取り調査票 (担任用)

④実態把握チェック票

⑤行動観察記録表

⑥発達特性把握表

⑦保護者面接記録表
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6.保護者面接および知能検査の結果
保護者面接を実施した29人の対象児の病院受診歴 (表 6)か ら、対象児が定期的に受診して
いたり、すでに発達障害として診断されているケースもあることが明らかになった。

しかし、養育上のさまざまな困難さから病院を受診していても、医療的な情報が必ずしも学

校側と共有されていなかったり、受診していてもその病歴が学習や行動の問題とは結びついて

いなかったため、特別な配慮にはつながっていなかったケースもあった。保護者との話し合い

の後、対象児の問題を学校と保護者が共有しあつたり、知能検査の実施や発達上の問題を主訴

にした受診につながるケースもでてきた。こうしたケースの一例を表 7に示したが、保護者が

知能検査の結果を知ることで、対象児の問題行動の背景要因を考える契機となることがうかが

える。また、知能検査を巡回相談の流れのなかで実施することで、対象児の知的水準の低さや

アンバランスさが明らかとなり (表 8参照)、 検査結果を授業の工夫や病院受診、家庭での対

応につなげることができた。

表 6 病院受診歴

人数 診 断 名
入学前の受診歴 9人 アスペルガー、広汎性発達障害、ADHD、 未熟児、頻回の中耳炎、

眼瞼下垂、無熱性けいれん、熱性けいれん、夜尿

入学後の受診歴 6人 高機能自閉症、ADHD、 ADHD傾向、てんかん、軽度難聴、肥満

受診歴なし 14人

表 7 巡回相談の経過の一例

表 8 WISC― Ⅲ実施児 (20人 )の知能検査結果
IQ 85以上 84～ 70 69～ 55 55未満 実施中断

人数 3人 9人 3人 3人 2A

巡回相談事後アンケート調査

平成 15年度における巡回相談事業の有効性を検証し、次年度に向けての課題を整理するため

、巡回相談対象児の担任と保護者を対象に巡回相談事後アンケート調査を実施した。

.方法
調査対象 :巡回相談を実施した対象児の担任 と保護者

10月 20日  担任からの間き取り      111月 20日  A病院に電話連絡
10月 30日  授業観察・保護者面接および  111月 28日  保護者の同意を得て検査結果をA病

担任との話し合い      1     院言語治療室に送付

11月 5日 WISC一 Ⅲによる検査    112月 11日 A病院言語治療室より言語の所見が
11月 6日  A病院を訪問 医師との連携  1     送付される
11月 19日 保護者からの電話連絡     13月 11日 担任との話し合い



今泉依子・大塚 玲 0牧田百代

調査期間 :平成16年 3月

手続き :質問紙調査を実施した。担任は学校を通じて、保護者には郵送で依頼した。質問内

容は、①巡回相談を受けることになったきっかけ、②巡回相談を希望した目的、③

巡回相談を受けて参考になった点を間うものである。

2.結果と考察
回収率は、担任教師100%(37人 )、 保護者48%(14人)であった。
相談のきっかけは、担任では「自分から」力沼5%で もっとも多く、次いで「他の教員から」
が31%あ り、「保護者からの要望」も14%あった。保護者では「担任から」が50%でもっとも

多く、次いで「自分から」が30%あ り、「他の保護者に紹介されて」も10%あった。この結果

から、巡回相談がロコミで定着していつた側面も浮かび上がってきた。

相談の目的は、担任では「対象児童・生徒への対応の仕方を知りたかつたから」が54%で

もっとも多く、次いで「保護者への対応を知りたかつたから」の29%、 「病院又は外部機関に

つなげてほしかったから」が10%あった。保護者では「子どもの行動面での対応を知りたかつ

たから」が29%、 次いで「子どもの勉強面での対応を知りたかつたから」と「子どものことで

話をしたかったから」はいずれも25%であった。
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小学校      中学校

図 4 相談の目的 (担任 )

小学校     中学校

図 5 相談の目的 (保護者)

参考になった点として、担任からは「問題行動への対処法を具体的に教えてもらつた」「担

任とは違った視点で対象児童をみてもらった」「保護者が置かれている心理状況や立場をおし

はかる資料となった」などが挙げられた。保護者からは「子どもを追い詰めていた部分があっ

たことに気づいた」「これまでさまざまな相談を受けてきたが納得できなかった。しかし、今

回自分のやり方を心から反省することができ、納得しているJ「自分 (母親)自身が楽になっ

図2相 談を受けるきつかけ (担任 ) 図3相談を受けるきつかけ(保護者 )

□保護者への対応
園子どもへの対応
□他児との関係調整
■外部機関ヘ

■その他

□子どもの話
回行動の理由
□勉強の対応
■行動の対応
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た」などの記述がみられた。担任からも保護者からも、巡回相談の回数をふやすことや気軽に

利用できることを求める記述があり、巡回相談はかなり高い評価が得られていることが示唆さ

れた。

小学校      中学校
図6 参考になつた点 (担任 )

小学校     中学校
図 7 評価 (保護者)

成果と課題

平成15年度の 1年間 (40回)の巡回相談において、対象児の行動観察や担任面接、保護者面
接、知能検査、関係機関との連携を行い、担任からも保護者からも巡回相談の回数を増やすこ

とを求める声があがるなど、巡回相談の成果が浸透したことがうかがえる。こうした実績を踏

まえて、平成16年度には週に2回の巡回相談が実施されることになった。

しかし一方で、以下のような課題が示唆された。

(1)関係機関との連携
登校渋りやり印、離席、授業集中困難等、学習面や行動面で非常に気になる表れを示す児童
を、知能検査 (WISC―Ⅲ)や、生育歴の間き取り等からみると、①知的な遅れ、発達のア
ンバランス、発達障害等の子ども自身に起因する問題、②転居、離婚、再婚、経済的問題等の

家庭環境に起因する問題とが単独あるいは重複しているケースや、家族関係 (兄弟姉妹等)に
対する支援が必要であるケースが混在していることが浮かび上がってきた。

保護者からの訴えを総合すると、集団不適応の問題の発生時期は就学前にある場合が多く、

就学前からの支援の重要性が示唆された。また、病院や保健センターと連携することで支援が

可能となったケースが出てきたことからも、問題の所在を明確にし、個に応じた支援をおこな

うには、関係機関 (病院・保健センター等)と の密接な連携が欠かせない。平成15年度には、

専門家チーム会議は設置できなかったが、他機関との連携には市町村レベルでも専門家チーム

会議 (あ るいはそれに代わるネットワーク会議)を開くことが課題と思われる。

当初は小学校を中心に巡回相談を開始したが、中学校からの要請 (ス クールカウンセラーか

らの依頼・不登校児等対策連絡協議会小委員会からの要請・担任からの依頼)もでてきたため、

中学校にも巡回相談を実施した。中学校の巡回相談において、アスペルガー障害や軽度の知的

障害等の診断名が明確になつたケースのなかに、友人関係のこじれ、被害者意識の増大、保護

者の無力感など二次障害が強まっているケースもあり、小・中学校が連携した早期からの継続

支援の重要性が認められた。

(2)知能検査の実施
知能検査を実施することで、不適応問題の背景要因を保護者と担任が共有することができ、

□保護者への対応
□問題の明確化
□教科指導の仕方
■対応の仕方
■外部機関との連携
■その他
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適切な対応をしていく上での共通理解を図ることができた。知能検査を実施するかどうか、ど

こで実施するのかについては、保護者の希望を優先したが、保護者面接をした29人のうち、20

人が知能検査を学校内で行うことを希望した。知能検査の実施には、距離的・時間的な気軽さ

が重要な要因であることが示唆された。各市町村で、誰が知能検査を実施し、どこでその情報

を管理するのかが今後の課題であるが、巡回相談員がその役割を担える力量を持つことが必要

だと思われる。

(3)望ましい校内支援体制
巡回相談員と担任との関係のなかでは、対象児についての共通理解はできたものの、相談員

と担任との一対一の関係で終わつたケースも多かったように感じられた。担任には校内の他の

教師への共通理解を依頼したが、それだけでは十分でなく、対象となる児童を全校体制で支援

する必要があるケースもあった。校内体制をどのように整備していくかという点については、

次年度の課題として残った。校内体制の充実のために、巡回相談員と特別支援教育コーディ

ネーターとの連携の在り方、巡回相談員が参加した学校内での事例検討会などの方策を検討し

ていく必要性が示唆された。

個別的な教科指導やソーシャル・スキル・ トレーニングを含めたグループ指導が望ましい児

童に対し、学校のなかで誰がそれを担っていくのか。学校のなかでできないとしたら、どこで

保証できるのかという、人的・物理的問題も今後の課題となった。心の教室相談員や支援員に

個別の対応を依頼したケースもあるが、どう関わっていけばいいのかといつた疑問も寄せられ

た。教師だけでなく、支援員や心の教室相談員にも軽度発達障害についての研修の必要性が感

じられた。

対象となる児童の教育的ニーズが明確になったところで、個別の教育支援計画を作成する・こ

との必要性が感じられたが、誰がこの個別の教育支援計画を作成するのかについても課題とし

て挙げられた。

巡回相談が有効に機能するためには、保護者や担任教師が「気軽に何度も利用できる」とい

う点が重要であると思われる。その意味では、焼津市教育委員会での取り組みはひとつの提案

となろう。ただし、巡回相談は保護者や担任との面接などを通じた対象児への間接支援である

ため、対象児への直接的な教育的支援は各学校に委ねられる。そのため、特別支援教育コー

ディネーターと巡回相談員の連絡調整が重要になってくる。

巡回相談員には、対象となる児童生徒の特性、保護者のニーズ、学校のニーズ、地域の関係

機関の状況等を把握し、それらを踏まえて、保護者や担任に、対象児の学校卒業後も見据えた

支援の在り方を助言していくことが求められる。したがつて、巡回相談員がどこに所属し、具

体的にどのような業務をどの程度行うか、また、巡回相談員の研修や情報交換をどこで行うの

か等、多くの課題があり、今後さらに検討していく必要があろう。
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